

























































































































































































































































































































































































安 心 電 話 サ ー ビ ス の 利 用 者4,000人 の 半 数 は、
100％自己負担となっている。
７. 遠隔介護の利用状況

























































































































ヘルシンキ市サービスセンターについては、同センターが作成した英語によるセンターの取組みの紹介映像を You Tube で視聴することができる。
（https://www.youtube.com/watch?v=KfL2NCtP-fg）　（最終閲覧日：2020 年 8 月 20 日）
ヘルシンキ市の公式 HP（https://www.hel.fi/helsinki/en/）（最終閲覧日：2020 年 8 月 20 日）
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おわりに
コロナ禍で日本における ICT の普及の遅れが露呈
することになったが、介護分野は最もその導入と活用
が進んでいない分野といえる。日本でも介護分野にお
いて独自に ICT を活用した先進的なシステムを導入
し、現場での効率性と収益率のアップを追求している
介護施設や訪問介護サービスなどの大手の事業者はあ
るが、それは資金力のある事業者であり、介護事業者
のほんの一部にすぎない。
本稿では、ヘルシンキ市の遠隔介護の導入状況につ
いて取り上げたが、医療分野においても実験が行われ
ている。例えば、保健センターで医師と介護員がペア
を組む実験プロジェクトがある。介護員は、診察の際
に必要な器具を持っていく。往診に来ていない医師が、
介護員が採ったデータなどを見てオンラインで診察す
る。医師の往診回数が減り、往診のための移動時間が
削減できた分をオンライン診療の時間に充てることが
できる。
このように、ヘルシンキ市はテクノロジーを使って、
在宅の高齢者のサポートに尽力しており、様々な民間
企業とも協力しながら、遠隔介護を行っている。
日本においても2020年9月1日より改正医薬品医
療機器等法（薬機法）が施行され、服薬期間中のフォ
ローアップの義務化やオンライン服薬指導がスタート
した。新型コロナウイルス感染症流行の対策により、
オンライン診療がはじまった。しかし、まだ遠隔介護
の導入には至っていない。日本に遠隔介護が導入され、
高齢者にフレイユ予防、認知症対策そして自立支援介
護がなされることが切に望まれる。
（撮影：森 剛士氏）
